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１．はじめに 

 地方都市では，モータリゼーションの進展によっ

て利用者が減少した不採算路線への補助や多様化

する住民のモビリティに対応するための新たなサ

ービス形態の導入など，自治体による住民のモビリ

ティ確保に対する責任が増加している．その際にど

のような地区にどの程度のバスサービスを提供す

ればよいのかという判断基準として，外出状況や生

活に対する満足度といったものが考えられてきた

が，単なる外出回数や通院・買物ができるか否かと

いった指標では，車を自由に使える人とそうでない

人（いわゆる交通弱者）との間で明確な違いは現れ

にくい1)．また，これまでの生活パターンで長期間

暮らしてきたために現在の生活パターンで満足し

てしまい，満足度調査でもその差は現れにくくなっ

ている2)． 

本研究では，車を自由に使える人とそうでない人

の生活の質に大きな格差が生じないような公共交

通サービス水準を確保することが望ましいと考え，

生活の質を評価する指標を提案することを目標と

している．これらの格差は公共交通のサービス水準

だけでなく商業施設の立地状況など地域特性によ

っても異なり，性別や年齢，家族構成など個人属性

によっても異なると考えられることから，これらの

違いを考慮して格差を分析する． 

 

２．既存研究と本研究の考え方 
従来研究では対象者の属性が比較的同一な地域

に限られており，サービス導入前後の評価も同一地

域内のみを対象としているため，サービス水準が大 
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きく異なる地域と比較して同様に満足しているか

は分からないといった問題がある3)．また行動分析

を行っている研究についても，対象としている行動

目的や考慮している地域特性・個人属性が限定的な

ものがほとんどである4)5)．そこで本研究では，都心

部から中山間地域までの広い範囲を含む仙台都市

圏を対象として，公共交通サービスレベルの違いに

よる車利用者と公共交通利用者の行動格差及び満

足度の地域間格差と地域内格差について分析する． 

 図 1は，公共交通サービス水準が異なる地域にお

ける行動格差を表現したものである．車利用者は，

公共交通サービス水準の違いによらず，自由に遠方

の大規模商業施設に出かけることができる．一方，

公共交通利用者は，公共交通サービスレベルが高い

場合でも車利用者よりは行動範囲が狭く，サービス

水準が低い地域では徒歩や自転車で近隣の商業施

設にしか行くことができず，行動範囲は非常に狭く

なるものと思われる． 
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図１ 公共交通サービス水準の違いによる 

行動格差 

 

３．使用データと地域区分 
本研究では，「仙台都市圏パーソントリップ調査」

の行動データ（サンプル数 91,367）とその付帯調査

として行った「居住に関する調査」の満足度データ

（サンプル数 25,729）を用いて分析を行う． 

 公共交通のサービスレベルの違いは，本来なら運

行頻度や料金などの実際に提供されている公共交

通のサービスレベルで考えるべきであるが，本研究

では地域間で異なる交通条件の下で手段選択した

結果である公共交通分担率によって地域区分を行



った．ただし，都心および都心近郊地域は徒歩・二

輪の分担率が高いため，都心からの距離によって区

分した．都心は地下鉄広瀬通駅から 1.2km圏内とし，

都心近郊は 2.4km圏内とした．図 1に区分結果を示

す．また，この区分による各地域の特徴を表 1に示

す．地域 A から G に向かって郊外の公共交通サー

ビス水準の低い地域となる．ただし，地域 Eは郊外

の拠点で比較的商業床面積が大きく，自動車分担率

も低い地域である． 
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図２ 地域区分 

 

表１ 地域概要 

公共交通分担率
(自動車分担率)

特徴
1ゾーン当たりの

商業床面積(m2)

地域A －
都心
(広瀬通駅から1.2km圏内)

198916

地域B －
都心近郊
(広瀬通駅から2.4km圏内)

62361

地域C 20%以上 地下鉄・鉄道沿線 48815
地域D 15%以上20%未満 旧市街地 40232

地域E
15%未満
(50%未満)

周辺都市市街地 54194

地域F
10%以上15%未満
(50%以上)

郊外の鉄道沿線 28524

地域G
10%未満
(50%以上)

郊外の鉄道非沿線 35394  
 

４．満足度の格差分析 
（１）公共交通の便利さ 

 地域別，自動車の運転頻度別に，公共交通の便利

さに対する意識を集計した結果を図 3及び図 4に示

す．ほぼ毎日運転する人，免許非保有者ともに，郊

外の公共交通分担率の低い地域ほど満足度が低下

する傾向にある．ほぼ毎日運転する人と免許非保有

者を比較すると，ほぼ毎日運転する人の方が不満に

感じている人が多い．これは，同じサービス水準で

もほぼ毎日運転する人の方が評価が厳しく，免許非

保有者はサービス水準が低くてもその現状に満足，

あるいはあきらめている可能性があることを示唆

するものである． 
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図３ 公共交通の便利さ（ほぼ毎日運転） 

(数字はサンプル数を示す) 
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図４ 公共交通の便利さ（免許非保有） 

 

（２）買物の便利さ 

図 5は，買物の便利さに対する意識を地域別に集

計したものである．公共交通の便利さへの意識と同

様，郊外の公共交通分担率の低い地域ほど満足度が

低下する傾向にある．ただし，公共交通分担率が

15%未満の地域（地域 E～G）でも買物の便利さに

満足している人が比較的多く，公共交通への評価よ

り地域間格差は小さくなっている． 

 図 6は，地域Ｅ（公共交通分担率 15%未満かつ自



動車分担率 50%以下）について，高齢者（65歳以上）

か否か，運転頻度の多少で４グループに分け，買物

の便利さへの評価の違いをみたものである．買物の

便利さに満足している人の割合は，この４グループ

間で有意な差はみられず，他の地域でも同様の結果

となった．運転頻度の多い人と少ない人では後述の

ように行動範囲に違いがあるにもかかわらず，満足

度には大きな違いが見られないことが確認された． 
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図５ 買物の便利さ 
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図６ 買物の便利さ（地域Ｅ） 

 

５．行動の格差分析 

（１）外出率 

 図 7 は，65 歳以上の人の外出率を地域別，性別，

運転頻度の別にみたものである．免許非保有者の外

出率が低いとともに，車利用者でも運転頻度が少な

い人ほど外出率が低くなっている．また，免許非保

有者とほとんど運転しない人をみると，公共交通サ

ービス水準が低くなるにつれて外出率も低下する

傾向にある． 
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図７ 外出率 

 

（２）目的別平均トリップ数 

 図 8 は，65 歳以上の女性について，通院，買物，

憩いの目的別に，平均トリップ数（目的別総トリッ

プ数／外出しない人を含めた人数）を算出したもの

である．通院については，運転頻度の多少による格

差はあまり見られないが，買物と憩いについては，

ほぼ毎日運転する人に比べ免許非保有者は平均ト

リップ数が少なくなっている．すなわち，通院など

の必要に迫られての外出は免許の有無に左右され

ないが，買物などは，免許非保有者はまとめ買いや

他人に依頼するなどして外出回数を抑制している

ことが窺える．さらに図 9に示す徒歩と自転車によ

るトリップを除いた平均トリップ数で見るとその

差が拡大していることから，買物について，免許非

保有者はその外出先の多くが徒歩・自転車圏内であ

ることが窺える． 

一方，地域間比較では，公共交通サービスレベル

が低くなると平均トリップ数が若干減少する傾向

は見られるものの，地域間格差はあまり大きくない．
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図８ 目的別平均トリップ数 
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図９ 目的別平均トリップ数(徒歩・自転車以外) 

 

（３）買物の行動範囲 

図 10は，65歳以上の女性について，地域別，
免許の有無・運転頻度の別に，次式で定義した平

均アクセス商業床面積を表したものである． 
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 この結果をみると，都心および都心近郊を除けば，

運転頻度が高い人に比べ免許非保有者や運転頻度

の低い人は平均アクセス商業床面積がおよそ半減

していることがわかる．また，公共交通サービス水

準が低くなると平均アクセス商業床面積が小さく

なっている．すなわち，外出頻度に差がなくても，

その行き先には大きな違いがあり，免許のない人は

近隣の小規模な店舗で買物を済ませていると考え

られる． 
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図１０ 平均アクセス商業床面積（65 歳以上女性） 

 

６．おわりに 
 本研究では仙台都市圏を対象に，公共交通サービ

ス水準の違いと運転免許の有無や運転頻度により，

生活の質について格差が生じているか否かについ

て，満足度と実際の行動の両面から分析を行った． 

満足度に関する分析では， 

i) 公共交通サービス水準の低下に伴い，公共交通

の便や買い物の便利さに対する満足度が低下

していることから，公共交通サービス水準によ

る地域間格差は満足度でも評価可能である． 

ii) 同一地域内においては，公共交通の便，買い物

の便利さ共に，満足度に有意な差はみられない

ことから，個人属性の違いによる地域内格差は

満足度のみでは評価が困難である． 

ということが明らかとなり，生活の質を評価するた

めには満足度調査以外の評価指標が必要であるこ

とが確認された． 

 行動格差分析では， 

iii) 自動車運転免許の有無だけでなく運転頻度の

違いによっても外出頻度に地域内・地域間で格

差が生じている． 

iv) 外出頻度が一緒であっても外出範囲に地域内

で格差が生じている（特に、買物と憩い）． 

v) 公共交通のサービス水準によって利用できる

商業施設に地域内・地域間で格差が生じている． 

ということが明らかとなり，公共交通サービス水準

の違いによる生活の質の格差を評価するためには，

満足度や外出頻度といった従来の指標に加え，「目

的別平均トリップ数」や「平均アクセス商業床面積」

といった行動指標が有効であることが示された． 
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